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第１章  計画の推進 

 

 

 

 

  第５章 計画の推進 
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（第５章 表紙裏）  
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１． 「教育・保育提供区域」の設定について 

教育・保育提供区域とは、子ども・子育て支援法第６１条第２項の規定により、市

町村が地理的条件や人口、交通事情その他の社会的条件及び教育・保育施設の整備状

況等を総合的に勘案して定める区域です。市町村は、その区域ごとに教育・保育サー

ビスや地域子ども・子育て支援事業の量の見込みを算出し、それに対する提供体制の

確保内容と実施時期を子ども・子育て支援事業計画において定めるものとされていま

す。 

本市では、市全域を教育・保育提供区域として捉え、「市全域を１区域」とし、市域

全体の需要量（量の見込み）を推計し、これに対する供給量とその方法（確保方策）

を定めます。 

 

２． 量の見込みと確保方策について 

＜算定にあたっての考え方＞ 

国の「市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等のため

の手引き」（以下「国の手引き」）に従って、児童数の推計とニーズ調査結果を基に算

定しました。なお、一部の事業においては、国より示された方法に基づく補正や、本

市の実情に合わせた補正を行いました。 

 

＜児童数の推計＞ 

量の見込みの算出の基となる児童数の推計は、「四街道市総合計画」における「将

来の総人口」と整合を図りました。これは、国勢調査の人口を基準とし、コーホート

要因法により算出された推計値に、施策的効果や住宅開発等の特殊要因を加味して算

出したものです。 

 

児童人口推計 

 

   

（単位：人）

年齢 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

０歳 675 678 681 681 675

１歳 690 693 697 697 691

２歳 732 735 738 739 732

３歳 731 734 737 738 731

４歳 720 723 726 727 720

５歳 823 820 815 809 800

６歳 842 838 834 827 818

７歳 820 817 812 806 797

８歳 803 799 795 788 780

９歳 821 818 813 807 798

１０歳 856 860 864 865 869

１１歳 894 898 902 903 907

計 9,408 9,412 9,415 9,385 9,320
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就学前教育・保育の量の見込みと確保方策 （１）

＜算定について＞ 

国の手引きを基準としながら、３号認定については保育所入所児童数及び平成２２

年から２５年の間の待機児童数の増減率を算出し、単年度増加率に基づき算出しまし

た。 

 

＜認定区分について＞ 

子ども・子育て支援新制度では、保護者からの申請を受け、３つの認定区分に応じ

て施設（幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育など）の利用先が決まります。 

 

 

① １号認定（満３歳以上の教育希望）と２号認定（３歳以上で教育の利用希望が強い） 

 

認定区分 利用先

教育標準時間認定 幼稚園、認定こども園

　子どもが満３歳以上で、教育を希望する場合

満３歳以上・保育認定 保育所、認定こども園

　子どもが満３歳以上で、「保育の必要な事由」※に該当し、

　保育所等での保育を希望する場合

満３歳未満・保育認定

　子どもが満３歳未満で、「保育の必要な事由」※に該当し、

　保育所等での保育を希望する場合

※「保育の必要な事由」
　□就労（フルタイムのほか、パートタイム、夜間、居宅内 □求職活動（起業準備を含む）
　 　の労働など、基本的にすべての労働を含む） □就学（職業訓練校等における職業訓練を含む）
　□妊娠・出産 □虐待やＤＶのおそれがあること
　□保護者の疾病、障害 □他の子どもの育児休業中であること
　□同居親族の介護・看護 □その他、上記に類する状態にあること
　□災害復旧

保育所、認定こども園、
地域型保育

対　　象

１号認定

２号認定

３号認定

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

１号認定 １，４６３人 １，４６４人 １，４６６人 １，４６２人 １，４４８人

２号認定（幼稚園希望） ２３０人 ２３０人 ２３０人 ２３０人 ２３０人

計 １，６９３人 １，６９４人 １，６９６人 １，６９２人 １，６７５人

特定教育・保育施設 １７６人 １７６人 ６１４人 ６１４人 ６１４人

確認を受けない幼稚園 １，７７０人 １，７７０人 １，２６０人 １，２６０人 １，２６０人

計 １，９４６人 １，９４６人 １，８７４人 １，８７４人 １，８７４人

２５３人 ２５２人 １７８人 １８２人 １９９人

※特定教育・保育施設・・・・認定こども園、幼稚園のこと

※「確認を受けない幼稚園」・・・・子ども・子育て支援新制度が施行されるに伴い、既存幼稚園が国で新設された施設型給付を受ける幼稚園に移行

　せず、施設型給付に伴う市の「確認」を受けない幼稚園のこと。

量の見込みに対して十分な提供体制が確保される。

①量の見込み

②確保方策

②－①

確保方策の内容
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② ２号及び３号認定（保育認定） 

 ◎２号認定（３～５歳で保育を希望） 

 

 

 

 

 

 

 

◎３号認定（０歳で保育を希望） 

   

 

◎３号認定（１～２歳で保育を希望） 

  

 

 

 

 

  

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

１４２人 １５０人 １５７人 １６４人 １７０人

特定教育・保育施設 ７２人 ８７人 ９９人 １０５人 １０５人

特定地域型保育事業 ０人 ３０人 ６０人 ６０人 ６６人

計 ７２人 １１７人 １５９人 １６５人 １７１人

▲７０人 ▲３３人 ２人 １人 １人

※特定教育・保育施設・・・・認定こども園、保育所のこと

・新たな認可保育所の整備

・既存の保育所の「認可定員」または「年齢別定員」を見直し、利用定員の拡大を働きかける

・小規模保育事業等の導入

・幼稚園からの認定こども園への移行を働きかける

①量の見込み

②確保方策

②－①

確保方策の内容

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

４１８人 ４４１人 ４６５人 ４８７人 ５０２人

特定教育・保育施設 ２７８人 ３０９人 ３３３人 ３５４人 ３５４人

特定地域型保育事業 ０人 ６０人 １３８人 １３８人 １５０人

計 ２７８人 ３６９人 ４７１人 ４９２人 ５０４人

▲１４０人 ▲７２人 ６人 ５人 ２人

※特定教育・保育施設・・・・認定こども園、保育所のこと

・新たな認可保育所の整備

・既存の保育所の「認可定員」または「年齢別定員」を見直し、利用定員の拡大を働きかける

・小規模保育事業等の導入

・幼稚園からの認定こども園への移行を働きかける

①量の見込み

②確保方策

②－①

確保方策の内容

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

５７４人 ５７４人 ５７５人 ５７４人 ５６８人

②確保方策 特定教育・保育施設 ５８５人 ６２９人 ６６５人 ６９８人 ６９８人

１１人 ５５人 ９０人 １２４人 １３０人

※特定教育・保育施設・・・・認定こども園、保育所のこと

①量の見込み

②－①

確保方策の内容 量の見込みに対して十分な提供体制が確保される。
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地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 （２）

 

❶利用者支援事業 

 

《事業概要》 

 子ども及びその保護者など、また妊娠している方が身近な場所で、教育・保育施設や

地域の子育て支援事業などを円滑に利用できるよう、新たに相談窓口を設置し、支援し

ます。 

 また、さまざまなニーズに一元的な情報提供ができるよう、関係機関などと連携を図

るとともに、利用支援のための適切な窓口の紹介などを行います。 

 

 

 

 

❷延長保育事業…時間外等保育事業 

 

《事業概要》 

 保護者の就労形態の多様化、通勤時間の増加等に伴う延長保育に対する需要に対応す

るため、延長保育を実施し、長時間保育への需要に対応します。 

市内保育所等において７時から１９時まで（さらに２０時まで実施の保育所が１か所）

の延長保育を実施しており、市民のニーズに応じて検討していきます。 

 

 

 

 

 

２５年度実績 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

①量の見込み 未実施 - １か所 １か所 １か所 １か所

②確保方策 - - １か所 １か所 １か所 １か所

②－① - - ０ ０ ０ ０

確保方策の内容 こども保育課窓口にコーディネーターを配置し、利用者支援事業を実施する。

２５年度実績 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

①量の見込み ５２４人 ３９３人 ３９４人 ３９５人 ３９４人 ３９１人

②確保方策 - ３９３人 ３９４人 ３９５人 ３９４人 ３９１人

②－① - ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

確保方策の内容
現在、市内すべての認可保育所で実施しており、また、新たに整備予定の認可保育所でも実施し、量の見込みに
見合った事業量の確保に努める。
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❸一時預かり事業…一時預かり（幼稚園等における在園児の預かり保育） 

 

《事業概要》 

 幼稚園等(認定こども園については 1 号認定）在園児を対象とし、通常の教育時間の

前後や夏季等の長期休業期間において一時預かり（預かり保育）を行います。 

 市内全幼稚園及び認定こども園において実施しています。 

 

 

 

 

❹一時預かり事業…一時預かり（保育所等の一時保育） 

         ファミリー・サポート・センター事業（未就学児） 

 

《事業概要》 

 保護者などのパート就労や疾病、入院などにより一時的に家庭での保育が困難となる

場合や、保護者の子育て不安の解消を図り負担を軽減するなどのために、主として昼間

において、保育所等における一時預かり（一時保育）及びファミリー・サポート・セン

ター事業における未就学児の預かりを実施します。 

 平成２５年度において、公立２か所、私立４か所の計６保育所で実施している一時預

かり（一時保育）の年間延べ利用児童数は９，５４３人となっており、ファミリー・サ

ポート・センターを利用した未就学児の延べ利用数は１，９００件となっています。 

 

 

 

２５年度実績 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

①量の見込み ２８，０５２人 ３３，０３５人 ３３，０６９人 ３３，１０３人 ３３，０１６人 ３２，７０９人

②確保方策 - ３３，０３５人 ３３，０６９人 ３３，１０３人 ３３，０１６人 ３２，７０９人

②－① - ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

確保方策の内容
幼稚園等（認定こども園については１号認定）に在園している教育認定を受けた児童に対する一時預かりであり、
市内すべての幼稚園・認定こども園で実施していることから、引き続き、量の見込みに見合った事業量の確保に努
める。

２５年度実績 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

①量の見込み ９，５４３人 １４，３８０人 １４，３８０人 １４，３８０人 １４，３８０人 １４，３８０人

②確保方策 - １４，３８０人 １５，１３０人 １５，８８０人 １６，６３０人 １７，３８０人

②－① - ０人 ７５０人 １，５００人 ２，２５０人 ３，０００人

ファミリー・サポート・センター事業の提供会員の増により事業の拡大を図る。

確保方策の内容

現在実施している保育所等での一時保育事業の提供体制を維持し、新たに整備予定の認可保育所での一時預
かり事業の実施を図る。
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❺地域子育て支援拠点事業…地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター事業） 

 

《事業概要》 

 家庭や地域における子育て機能の低下や子育て中の保護者の孤立感や不安感の増大

などに対応するため、地域の身近な場所において、子育て親子の交流の場の提供や交流

の促進、地域における子育て全般に関する支援を行う拠点として常設しています。 

公立２か所、私立６か所の計８保育所で実施しており、支援センター連絡会により、

相互に情報提供や意識の共有を図るとともに、出前による子育て支援活動などを実施し

ています。 

 

 

 

 

❻病児保育事業…病児・病後児保育事業 

 

《事業概要》 

 保育所等を利用している乳幼児が病気または病気の回復期にあり、集団保育が困難な

期間の一時的な預かりを実施します。 

子どもが病気にかかり集団保育ができない場合などの病児保育の実施に向けて、市内

の医療機関と連携を図りながら、体制を整備していきます。 

また、市立中央保育所で実施している病後児保育を継続するとともに、さらに幼稚園

児を対象とした病気回復期の預かりを検討します。 

平成２５年度において、病後児保育の年間延べ利用児童数は３８人となっています。 

 

 

 

２５年度実績 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

①量の見込み ２５，１３０人 ３０，９７２人 ３１，１０４人 ３１，２３６人 ３１，２６０人 ３０，９８４人

②確保方策 ７か所 ９か所 １０か所 １０か所 １１か所 １１か所

確保方策の内容 保育所新設の際には地域子育て支援拠点（子育て支援センター）の設置を働きかける。

２５年度実績 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

３８人 １，１６０人 １，１６０人 １，１６０人 １，１６０人 １，１６０人

②確保方策 病後児保育事業 - １，１６０人 １，１６０人 １，１６０人 １，１６０人 １，１６０人

- ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

①量の見込み

②－①

確保方策の内容 現在実施している施設での提供体制を確保する。
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❼子育て援助活動支援事業…ファミリー・サポート・センター事業（就学児） 

 

《事業概要》  

子育ての援助を行いたい人（提供会員）と受けたい人（依頼会員）をつなぎ、小学生

までの子どもを預かる相互援助活動に関する連絡・調整を行います。 

平成２５年度において、提供会員１１９人、両方会員８５人、依頼会員７６３人の会

員となっており、活動件数は小学生で１，０１８件、未就学児で１，９００件、合計で

２，９１８件でした。 

 

 

 

 

❽乳児家庭全戸訪問事業…乳児家庭全戸訪問（こんにちは赤ちゃん）事業 

 

《事業概要》 

主に生後４か月までの赤ちゃんのいる家庭を、保健師や助産師が訪問し、母親の産後

うつや子育ての不安を軽減するための相談に応じ、子育て支援に関する必要な情報提供

を行います。 

平成２５年度において、対象者は７３４人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

２５年度実績 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

①量の見込み ９６７人 １，２２６人 １，３４６人 １，４７８人 １，６２４人 １，７８３人

②確保方策 - １，２２６人 １，３４６人 １，４７８人 １，６２４人 １，７８３人

②－① - ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

確保方策の内容 現在の提供体制を提供会員の増により拡大を図る。

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

訪問数 ５７９人 ６７５人 ６７８人 ６８１人 ６８１人 ６７５人

訪問率 ７８．９％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％

①量の見込み

２５年度実績

②確保方策の内容
実施機関：四街道市

実施体制：市職員（保健師等）
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❾妊婦健康診査…妊婦一般健康診査 

 

《事業概要》 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、健康状態の把握、検査計測、保健指導を実施

するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた妊婦Ｂ型肝炎母子感染防止のための血

液検査、妊婦超音波検査などの医学的検査を実施します。 

公費負担で１４回までの妊婦一般健康診査を実施しており、平成２５年度において、

妊婦実数は６９８人、健康診査延べ回数は８，４７４回となっています。 

 

 

 

 

❿放課後児童健全育成事業…こどもルーム事業 

 

《事業概要》 

小学生を対象として、放課後や小学校の休業日に、遊びや生活の場となるこどもルー

ムを開設・運営します。 

専用施設（一部共用施設）において、市内全１２小学校の敷地内で運営しており、入

所状況や、小学校の児童数の状況などをもとに、施設整備や指導員の確保を検討します。 

平成２６年５月１日現在、在籍児童数は５０５人（定員数５５０人）となっています。 

 

 

 

 

 

 

２５年度実績 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

①量の見込み ６９８人 ７００人 ７００人 ７００人 ７００人 ７００人

②確保方策の内容

健診回数：１４回まで

実施場所：千葉県内外医療機関及び助産所

実施体制：医療機関への委託

実施時期：妊娠期間

２５年度実績 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

①量の見込み ５０５人 ６１５人 ６１４人 ６１２人 ６０８人 ６０４人

②確保方策 - ５５０人 ６１０人 ６１０人 ６１０人 ６１０人

②－① - ▲６５人 ▲４人 ▲２人 ２人 ６人

確保方策の内容
各ルームにより状況が異なるので、児童の集団の規模、専用室の面積等を考慮し、個別に定員の見直しや増改
築などの施設整備を図っていく。
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３． 進捗状況の管理と評価 

本市では市民参加により計画を進めるため、保健福祉審議会において進捗状況の確認

や評価を行います。 

また、本計画においては、計画の最終年度に向けた目標事業量を設定し、指標に関す

るデータの収集等を定期的に実施し、目標事業量に対する事業の達成状況を点検します。 

 

 

４． 関係機関・団体等との協力・連携 

多様化するニーズにきめ細かく対応していくためには行政サービスのみならず、家庭、

地域、各種団体、事業者など市民の主体的な協力が不可欠です。 

また、本計画は幅広い分野にかかわる施策を総合的かつ効果的に切れ目なく実施して

いく必要があるため、国・県との連絡、調整はもとより、庁内においては関係各部・課

が緊密な連携を持ちつつ調整を行いながら推進していきます。 
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第１章 資料編  

  

資料編 
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○策定体制 

○四街道市保健福祉審議会条例及び委員名簿  

○策定経過  

 

 

 

 


